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最近の道内景気は、横ばい圏内にあるものの一部に持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、個人消費は、所得環境の厳しさから弱めの動きとなっている。公共投資

は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。設備投資は、製造業の能力増

強投資を中心に幾分上向いている。住宅投資は、持ち家が増加するなど堅調に推移してい

る。

生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるもの

の、概ね横ばいで推移している。企業倒産は、件数、負債総額ともに減少し落ち着いてい

る。
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①個人消費

７月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．８％）は、百貨店・スーパーとも

に前年を下回った。百貨店（前年比▲１．３％）

は、衣料品などの夏物商品は好調であった

が、飲食料品などが低迷し、前年を下回っ

た。スーパー（同▲２．０％）は衣料品や身の

回り品が減少し、前年を下回った。

コンビニエンスストア（同▲４．９％）は、

減少している。

②住宅投資

７月の新設住宅着工戸数は、５，４５５戸（前

年比＋２３．９％）となり、金利先高観を背景に

前年を大幅に上回った。持家（同＋３．７％）、分

譲（同＋１９．９％）および貸家（同＋３８．６％）

全て前年を上回った。

４～７月の着工戸数累計では、１９，８６２戸

（前年同期比＋４．２％）となり、前年を上回っ

た。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

７月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、プラスチック製品工業などが減少したも

のの、電気機械工業や鉄鋼業などが増加し

た。

前月比では＋０．５％と２ヶ月振りに上昇

し、前年比では＋５．２％と５ヶ月連続で上昇

した。

④公共投資

７月の公共工事請負金額は、１，１７５億円

（前年比▲９．６％）と３ヶ月連続で減少した。

４～７月の累計では請負金額４，９４５億円

（前年同期比▲１３．３％）と減少基調が続いて

いる。

⑤雇用情勢

７月の有効求人倍率（全数）は０．６２倍とな

り、前月と同水準となった。

新規求人数は、医療・福祉や情報通信業な

どが増加し、前年比＋１．９％となった。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数

７月の来道客数は、１，２８１千人（前年比

＋２．２％）となり、知床・旭山動物園効果も

あり４ヶ月連続で前年を上回った。

４～７月の累計来道客数は、４，３６４千人

（前年同期比＋３．０％）と前年を上回ってい

る。

⑦貿易動向

７月の道内貿易額は、輸出が前年比４２．９％

増の２６４億円、輸入が同３８．５％増の８９１億円と

なった。

輸出は、船舶や一般機械などが増加し、５

ヶ月連続で前年を上回った。

また、輸入は原油及び粗油や木材などが増

加し、１３ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

８月の企業倒産は、件数は３１件（前年比

▲４６．６％）と前年を下回り、小規模倒産が大

半を占め負債総額も６９億円（同▲１．７％）と

減少した。

業種別では、建設業１０件と最も多く、続い

て卸売業（６件）、小売業（５件）、サービス

・他（５件）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１８年度の北海道経済を展望すると、一

部の業種には持ち直しの兆しもみられる

が、原油価格の高騰が多くの企業の収益

を圧迫しており、総じてみれば景気浮揚

感に乏しいものとなろう。需要項目別に

みると、設備投資は、製造業を中心とす

る能力増強投資が顕在化し増加しよう。

住宅投資は、分譲住宅が低迷し減少しよ

う。公共投資は、財政面の制約もあり、

減少基調となろう。個人消費は、国民負

担増など所得環境に明るさが乏しいこと

から消費者の慎重な姿勢が続き、力強さ

に欠けたものとなろう。この結果、実質

成長率は０．５％（１７年度０．９％）、名目成

長率は０．４％（同０．１％）程度となろう。

平成１８年度北海道経済の見通し

要 約

― ４ ―
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１．概況

国内経済をみると、公共投資は減少傾向に

あるものの、設備投資は企業収益が高水準を

保っていることから高い伸びを示している。

個人消費と住宅投資は雇用・所得環境の改善

に伴い、いずれも底堅く推移している。一

方、輸出も海外経済の拡大を反映し増加基調

を持続している。総じてみれば、国内景気は

一部に原油価格高騰の影響を受けているもの

の、引き続き堅調に推移しよう。

このような国内経済を背景に１８年度の北海

道経済を展望すると、観光関連など一部の業

種には持ち直しの兆しがみられるものの、原

油価格高騰に伴う原材料価格上昇が企業収益

を圧迫しており、総じてみれば景気浮揚感に

乏しいものとなろう。

需要面をみると、公的部門では、国および

地方自治体の予算面の制約から減少基調とな

ろう。民間部門では、住宅投資は分譲マンシ

ョンの低迷により減少しよう。設備投資は製

造業を中心に増加しよう。個人消費は、税制

や社会保障制度の改正に伴う国民負担の増加

など所得環境に厳しさが残り、総じて弱めの

動きが続こう。

生産面では、広範な業種で原油価格高騰の

影響を受けていることから、わずかな伸びに

とどまろう。一次産業は、水産業などの落ち

込みにより減少しよう。二次産業は、建設業

の不振が続き減少しよう。三次産業は、サー

ビス産業などで幾分上向きとなり、わずかに

前年を上回ろう。

この結果、１８年度道内経済成長率は実質成

長率０．５％（１７年度０．９％）、名目成長率０．４％

（同０．１％）程度となろう。プラス成長を持続

するものの、ゼロ％台の低成長にとどまるも

のとみられる。

なお、物価動向では、企業物価は原油価格

の高止まりなどから素材価格を中心に上昇し

よう。企業向けサービス価格は、燃料費上昇

分の運賃価格への転嫁は道内需要の弱さから

さほど進んでいないことなど、総じて横ばい

圏内で推移しよう。一方、消費者物価は石油

製品価格の上昇はみられるものの、工業製品

などの生産性向上、流通の合理化、規制緩和

の進展、販売競争の激化などから、全体とし

ては小幅な伸びで推移しよう。このような物

価情勢を考慮すると、実質成長率は名目成長

率をわずかに上回ろう。

２．道内総支出の動向

（１）民間最終消費支出

個人消費の動向を左右する雇用・所得環境

をみると、雇用面は幾分改善されようが、所

得面は厳しさが続こう。

道内企業は業績回復の遅れから、人件費な

ど諸経費を削減する動きが依然として根強

い。雇用情勢をみると、道内企業は、総人員

の抑制に加え、正社員から臨時・パート社員

への代替、派遣社員の活用など雇用調整を図

る動きが続いている。しかし一方では、従業

員の過剰感は徐々に薄れており、年齢構成の

是正や技術の伝承などを意図した若年層の雇

用に積極的な企業も目立ってきた。また、介

護・福祉関連やサービス業などで新規求人数

の増加傾向が持続している。このような状況

から、有効求人倍率は徐々に改善され、雇用

環境は好転が見込まれる。半面、所得情勢は

厳しさが続こう。賃上げの見送りや賞与など

の抑制傾向も続いている。また、定率減税の

縮小や年金保険料の引き上げなどもあり、個

人の可処分所得は伸び悩もう。

このほかにも、ガソリン価格の上昇や灯油

平成１８年度北海道経済の見通し

― ５ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２３／本文／００４～００９　平成１８年度　北海道経済  2006.09.12 16.44



価格の値上がりなど家計圧迫要因が見込ま

れ、これらを考慮すると、個人消費は総じて

力強さに欠けて推移しよう。この結果、民間

最終消費支出は実質成長率０．９％、名目成長

率１．２％となろう。

（２）総固定資本形成

住宅投資と公共投資は減少が見込まれるも

のの設備投資が増加し、総固定資本形成は実

質成長率１．０％、名目成長率△０．７％となろう。

Ａ．住宅投資

住宅投資を取り巻く環境をみると、リフォ

ーム市場は底堅く推移している。しかし、新

築住宅市場は家計負担の増加や年金問題など

将来不安から勤労者の住宅取得マインドには

改善がみられない。これらを背景に住宅着工

を利用関係別にみると、分譲建売住宅は、都

市圏の地価下落を反映し堅調が見込まれる。

しかし分譲マンションは、札幌市において

“建築物の高さ制限”の導入されたほか耐震

強度偽装問題も影響し、減少を余儀なくされ

よう。持ち家は分譲マンションからのシフト

もあり幾分増加しよう。貸家は、札幌市内を

中心に投資用賃貸マンションの着工が高水準

を維持するものの、勢いは鈍化するものとみ

られる。

この結果、新設住宅着工戸数は１７年度実績

（５３，０４８戸）を下回る５１千戸程度とみられ、

実質成長率△１．１％、名目成長率△０．２％とな

ろう。

Ｂ．設備投資

企業収益の改善が遅れていることもあり、

多くの道内企業の投資マインドに明確な動意

はみられない。しかし、食品メーカーや鉄鋼

業などを中心とする大手製造業の能力増強投

資や大型廃棄物処理施設の建設などが押し上

げ、総じて設備投資は増加しよう。この結

果、実質成長率４．０％、名目成長率１．２％とな

ろう。

Ｃ．公共投資

国における財政再建優先の方針が堅持さ

れ、公共工事関連予算は減少している。地方

自治体においても、厳しい財政状況にあり単

独事業は今後も絞り込まれ、公共投資は減少

を余儀なくされよう。この結果、実質成長率

△２．２％、名目成長率△３．０％となろう。

（３）域際取引

移輸出では、観光関連は、東南アジアを中

心に外国人観光客は引き続き増加が見込まれ

る。また、世界自然遺産に登録された知床や

旭山動物園の人気も持続しており、国内観光

客も増加しよう。また、農畜産物などの出荷

は道産品の根強い人気により底堅く推移しよ

う。工業製品も道内工場の能力増強などから

出荷増が見込まれる。これらを勘案すると実

質成長率１．５％、名目成長率１．２％となろう。

移輸入は、設備投資に伴う機械の移入や、

緩やかではあるが道内需要の持ち直しによる

家電製品などの増加が見込まれ、前年を幾分

上回って推移しよう。この結果、実質成長率

０．７％、名目成長率０．３％となろう。

３．道内総生産の動向

一次産業では、農業は畜産部門で生乳の生

産調整が実施されたほか、耕作部門では概ね

良好だった１７年度主要作物の反動減もあり、

総生産は１．７％減とみられる。林業は、注文

住宅が増加しているものの住宅着工戸数は減

少が見込まれることから、総生産は０．３％減

とみられる。水産業は、多獲性魚種の漁獲量

制限などから総生産は２．３％減とみられる。

平成１８年度北海道経済の見通し
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以上により、一次産業総生産は１．７％減とな

ろう。

二次産業では、製造業は、公共工事関連業

種の生産減少が見込まれるものの、道内工場

の能力増強などから総生産は３．４％増とみら

れる。建設業は、公共投資の削減により総生

産は３．０％減とみられる。以上により、二次

産業総生産は０．４％増となろう。

三次産業では、介護・福祉関連などサービ

ス産業は底堅く推移し、一部の家電製品（薄

型テレビ、DVDレコーダーなど）も堅調な

売れ行きとなろう。しかし消費者は、所得環

境に明確な改善がみられないことや、定率減

税の縮小、年金問題などの将来不安を背景

に、家計防衛意識が根強い。また、過当競争

や需要の弱さを映じた販売価格の低迷などか

ら、道内企業の売上高は低い伸びにとどまろ

う。この結果、三次産業総生産は０．５％増と

なろう。

（平成１８年８月２３日発表）

平成１８年度北海道経済の見通し
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（第１表）道内総支出
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

１６年度

（実績見込み）

１７年度

（実績見込み）

１８年度

（見通し）
１６年度 １７年度 １８年度

民間最終

消費支出

１１３，３５９

（０．６）

１１３，９１６

（０．５）

１１５，２６３

（１．２）
２．３ １．２ ０．９

政府最終

消費支出

４８，０２３

（０．４）

４７，８４１

（△０．４）

４７，１９１

（△１．４）
１．３ △０．１ △１．５

総固定

資本形成

３９，６７７

（△８．６）

３９，１４６

（△１．３）

３８，８６４

（△０．７）
△７．３ ０．９ １．０

住宅投資

設備投資

公共投資

６，３９９

（△１．１）

１６，４１１

（△７．９）

１６，８６７

（△１１．７）

６，５２３

（１．９）

１６，９５４

（３．３）

１５，６６９

（△７．１）

６，５１０

（△０．２）

１７，１４９

（１．２）

１５，２０５

（△３．０）

△１．４

△５．１

△１１．５

０．５

７．２

△６．１

△１．１

４．０

△２．２

移 輸 出 ４８，９１０

（△０．１）

４８，９９６

（０．２）

４９，５７５

（１．２）
０．５ ０．７ １．５

移 輸 入

（控 除）

６９，５０２

（△１．１）

６９，２０４

（△０．４）

６９，４０２

（０．３）
△０．２ ０．４ ０．７

道内総支出 １９２，９１７

（△１．１）

１９３，１１０

（０．１）

１９３，８８２

（０．４）
０．１ ０．９ ０．５

（注）在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総支出と一致しない。

平成１８年度北海道経済の見通し
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（第２表）実質成長率の増加寄与度
（％）

項 目 １６年度 １７年度 １８年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

１．３
０．３
△１．８

０．７
０．０
０．２

０．５
△０．４
０．２

住宅投資
設備投資
公共投資

０．０
△０．６
△１．２

０．０
０．７
△０．６

０．０
０．４
△０．２

移輸出
移輸入 （控除）

０．１
△０．１

０．２
０．２

０．４
０．３

道内総支出 ０．１ ０．９ ０．５

（注）在庫増、統計上の不突合を除いているので、合計は道内総支出と一致しない。

（第３表）道内総生産
（単位：億円、％）

項 目
１６年度

（実績見込み）
１７年度

（実績見込み）
１８年度
（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

１６年度 １７年度 １８年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，８７６

５，０４３

３６７

１，４６６

７，０１７

５，１７７

３７１

１，４６９

６，８９６

５，０９１

３７０

１，４３５

２．９

２．０

△３．２

７．８

２．１

２．７

１．１

０．２

△１．７

△１．７

△０．３

△２．３

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３５，８３５

３６８

１９，２８７

１６，１８０

３５，０２３

３８１

１８，９１３

１５，７２９

３５，１７６

３６９

１９，５４８

１５，２５９

△３．６

△３．４

０．３

△７．８

△２．３

３．５

△１．９

△２．８

０．４

△３．１

３．４

△３．０

三次産業

卸・小売業

金融・保険・
不 動 産 業
電気・運輸・
サービス業
政府・対家
計サービス

１５７，３２６

２７，２９１

３２，７４９

６４，０７６

３３，２１０

１５８，１８５

２７，４６０

３３，０３１

６４，３７４

３３，３２０

１５８，９３５

２７，４９３

３３，１７４

６５，０３６

３３，２３２

△０．６

△２．５

０．２

△０．６

０．１

０．５

０．６

０．９

０．５

０．３

０．５

０．１

０．４

１．０

△０．３

控除項目
（帰属利子等）

７，１２０ ７，１１５ ７，１２５ △０．１ △０．１ ０．１

道内総生産 １９２，９１７ １９３，１１０ １９３，８８２ △１．１ ０．１ ０．４

平成１８年度北海道経済の見通し
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瀋陽�

大連�

北京�

吉林省�

寧省�

黒竜江省�

哈爾浜（ハルビン）�

大連からの駐在員レポートは、昨年１１月（調査レポートNo．１１６に掲載）に次いで２回目とな

ります。前回は大連の概況、街角情報、ビジネス展望などについてご報告いたしました。今回

は、当事務所の本年７月の活動内容をお知らせします。

大連輸出入商品交易会への出展

７月５日～８日まで、当事務所のある大連市

最大級の商品展示会である「第２０回大連輸出入

商品交易会」が大連星海会展中心にて開催され

ました。当事務所としては、昨年に続き２回目

の出展です。

出展ブースは２，０００ブース、出展者数４，０００

名、期間中の延べ入場者数は６万人を超えまし

た。

「北海道」ブースは、試食及び企業紹介を中心

に構成し、今回４ブース（３m×３m×４ブース）

で出展しました。ブースは中国国際貿易促進委

員会大連市委員会のご配慮もあり、メインゲー

ト入り口近くの人通りの多いところに配置され、水産品・菓子類の試食並びに道内企業製品の展

示などにより、たくさんのお客さまにお立ち寄りいただきました（期間中延べ約５，０００人）。交易

会は、全体では工業製品が中心で食品を展示しているブースが少なかったこともあり、当ブース

中国レポート

大連駐在員だより

２００６．７．５～７．８ 大連交易会 北海道ブース全景

― １０ ―
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は多くの来場者の関心を集め宣伝効果も

高かったように思います。当地において

は「北海道」の認知度は高く、多くの方

が北海道に興味を持っていることを改め

て実感いたしました。

今回は、道内企業１２社から出展をいた

だきました。その中でも４社は実際に職

員の方を派遣され、現地中国人の商品に

対する反応を直接感じていただくことが

できました。事務所としても、準備やお

世話は総動員体制で臨み、当地大連北海

道人会の方々のボランティアによる協力

もいただき、成功裏に出展を終えることができました、関係者の方にはこの場を借りて、改めて

お礼申しあげます。

札幌市上田市長 瀋陽訪問について

７月１６日～１９日にかけて、札幌市の上田市長をはじめとする代表団（４５名）が瀋陽を訪問しま

した。

瀋陽市は遼寧省の省都で、札幌市とは姉妹都市の関係にあります（昨年１１月に友好関係締結２５

周年を迎えました）。当事務所のある大連市からは約４００km離れており、列車またはバスで約４

時間かかります。

瀋陽は、清朝が北京に移る前に首都を置いたところで、「瀋陽故宮」・「北陵（清朝２代目皇帝太

宗の墓）」・「東陵（清朝初代皇帝ヌルハチの墓）」といった世界遺産を有し、また、重工業が発達

した都市です。今年は、世界園芸博覧会

が５月１日～１０月３１日まで半年間にわた

って開催され、にぎわっています。

当行は、瀋陽市政府の対外窓口である

「瀋陽市対外貿易経済合作局」と昨年１１

月に経済協力協定を締結しました。

さらに今回、遼寧省政府の対外窓口で

ある「遼寧省対外貿易経済合作庁」の間

で経済協力協定を締結することができま

したので、今後一層の経済交流を進めて

まいります。

北海道ブース（カニ、鮭、カレイほか）

瀋陽世界園芸博覧会 日本庭園 （２００６年４月 開幕式にて撮影）

中国レポート

― １１ ―
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北海道高橋知事 瀋陽・ハルビン訪問について

７月２４日～２７日にかけて、北海道の高橋知事をはじめとする代表団（２３名）が瀋陽・ハルビン

を訪問しました。

ハルビン市は、黒龍江省の省都で、黒龍江省と北海道とは友好関係にあります。今年が友好関

係締結２０周年にあたること

から、今回の訪問となりま

した。当事務所のある大連

市からは、約９００�離れて
います。東北振興策の一環

として、大連－ハルビン間

の高速鉄道計画があり、完

成すれば、大連－ハルビン

が４時間で結ばれる予定で

す。

ハルビンは１９世紀終わり

ころにできた新しい都市

で、ロシアとの関係が深

く、ロシア正教会や中央大

街などにその影響が感じら

れます。

今回当行は、黒龍江省政

府の経済担当部門である

「黒龍江省商務庁」との間

で経済協力協定を締結する

ことができましたので、�
寧省同様、今後一層の経済

交流を進めてまいります。

ハルビンの聖ソフィア教会 １９３２年建築

調印式 ２００６年７月２６日

中国レポート

― １２ ―
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まとめ

今回のレポートでは、本年７月の当事務所の活動報告をさせていただきました。

当事務所には開設以来、月平均２０名程度の北海道関係者の方が来訪されています。また、ご希

望があれば私どもは大連に限らず瀋陽、ハルビン、北京、青島などの都市へ出向くことも可能で

す。中国関係でのご相談・ご照会がございましたら、是非当事務所をご活用ください。

（大連駐在員事務所 所長 矢嶋 洋一）

中国レポート

― １３ ―
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「決算書」といわれて皆さんはどういうものを想像するであろうか。広くとらえれば町内

会等の任意団体の年次の決算においても決算書とよばれるものは添付されるであろうが、こ

こではいわゆる「会社」の決算書について考えていきたい。

決算書が会社にとって重要なものであるということは共通の認識であるといえよう。経営

者にとってそれは自己の経営成績を評価するものであり、投資家にとっては出資するか否

か、また債権者にとっては与信が適切なものであるかどうかを判断するための尺度となるも

のである。また課税当局は企業の利益等に対しての一定割合を徴税するため、決算書をその

算定根拠とする。このように多数の利害関係者にとって決算書は欠かせぬ存在である。しか

しながらその決算書の本質については意外と知られていないのも事実である。本稿では本年

改正された会社法、及びそれに伴い公表された「中小企業の会計に関する指針」（以下「中小

企業会計指針」）の考えを踏まえつつ検討していきたい。

＜トライアングル体制＞
商法会計

投資家保護

税務会計証取法会計

債権者保護 確定決算主義

逆基準性

逆基準性

１、従来の決算書の考え方～会計のトライアングル体制

日本では会計を規定する法律は大きく分けて３つあるといわれている。証券取引法、会社法

（従前は商法）、税法の３つである。それぞれに目的は違っており、証券取引法は投資家保護のた

め、商法（会社法）は株主及び債権者保護、そして税法は課税の公平を目的とする。この３つの

法律が規定するわが国の会計制度は「トライアングル体制」と呼ばれている。そして、この３つ

の法律を調和する考えとして「確定決算主義」というものがとられ、法人税法上の課税所得は、

会社法上株主総会で確定した計算書類をもとに、租税政策の目的のために特別に定められた事項

について税務調整を行い計算されることとした。ここで改正前商法においては基本規定として商

法３２条２項に「公正ナル会計慣行ヲ斟酌スベシ」とされており、この「公正ナル会計慣行」とは

証券取引法でいうところの「一般に公正妥当と認められる企業会計の基準」（以下企業会計基準）

であると考えられ、具体的な処理の方法としては財務諸表等規則及び企業会計原則とされてい

た。つまり商法ないし証券取引法でいうところの「公正ナル会計慣行」すなわち「企業会計基

準」に従った決算書がまず作成されて、その後税額を算定するために申告調整を行い課税所得を

算定するというプロセスが確定決算主義においてはとられる。

経営のアドバイス

会社法改正の激震
～大きく変わる決算書の概念～

公認会計士・税理士 石川 信行

北斗税理士法人 代表社員
北海道大学会計専門職大学院 実務家教員（教授）
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＜確定決算主義＞

（決算確定）決算書

企業会計

申告書

税務会計

（申告）

商法

申告調整

所得計算

（例：引当超過額の損金不算入）

ところが現在、「企業会計基準」に基づく決算書を作成しているのは結果として上場企業その

他それに準ずる証券取引法の適用会社、また上場を準備している会社に限定されその数は１万社

に満たないと思われる。決算書を作成している会社が３００万社に及ぶことを考えるとその適用は

ごく一部に限定されているといえる。

２、なぜ企業は「企業会計基準」に従って決算書を作成しないのか？

では、なぜ企業は「企業会計基準」に従って決算書を作成しないのか？具体的な例として売掛

債権の貸倒れについてみてみよう。

得意先が破産や民事再生法を申請するにいたった場合、一般的にその回収見込額はよくて１割

程度のことが多い。したがって「企業会計基準」に従うのであれば相当な減額をするべきであ

り、回収見込みを勘案して債権額の９０～１００％を貸倒損失として計上すべきである。しかしなが

ら税法上は、申請段階ではまだ回収見込額が確定していない、という考え方から担保として回収

できる分を控除した額の５０％しか貸倒損失の計上を認めていない。企業の実態を正確に表すのは

「企業会計基準」に従った処理であるが、そこで計算される利益は税務で計算される所得より過

少になるため、申告調整として税務上で認められる貸倒損失計上額を超える部分については利益

に加算する必要がある。

財務諸表の作成者は結果として面倒な申告調整を避けるため、税務上認められる貸倒損失の額

しか計上しなくなる。本来「企業会計基準」に従った処理をした正しい決算書からスタートして

税額計算を行うはずであったところを、会計上の処理自体が税務の影響を強く受けてしまう現状

がある。これを税務の逆基準性という。

同様の例として固定資産の減価償却費の計上がある。固定資産はその使用が長期に渡るため、

購入時の支出を一時の経費とはせずその使用期間にわたり費用化するという手続きを行う。ただ

し、その手続きについても費用化を自由に認めると利益調整に利用されるとの危惧から、税務上

は一定の計算式に従って限度額以下のみの計上しか認めない。結果として利益を多く（損失を少

なく）計上しようとする経営者は、その限度額すら計上をしないケースが少なからず存在する。

世の中で出回っている決算書と呼ばれるものの中には、減価償却費や貸倒損失を過少に計上して

いる結果、利益が過大に計上されているものが数多く存在するのである。
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ただし、この税務の逆基準性というのは世の中で容認されてきたともいえる。融資を受ける際、

減価償却費を過少に計上した決算書を金融機関に提出すると、後日、本来計上すべき減価償却費に

ついて問い合わせを受けることがある。それについて適正な額を回答すれば特に決算書の修正を

求められることはない。過大に利益が計上されている決算書が是認されている一例といえよう。

なぜこのような決算書が是認されるか。それは以下のような背景があった。先に述べたように

旧商法においては、適正な決算書は「企業会計基準」に基づいて作成された決算書と解されてい

る。「企業会計基準」に準拠した決算書であるかどうかのチェックは監査法人、又は公認会計士が

行うのであるが、時価会計、減損会計、年金会計等々が導入された昨今の「企業会計基準」に準

拠した決算書を作成できるのはそれなりの作成スタッフを配し、専門家のアドバイスを受けるこ

とのできる上場企業およびそれに準ずる一部の企業に限定される。逆にいうとそれ以外の決算書

というのは適正でない決算書ということになる。点数でいうと１００点満点中１００点を取れたものだ

けが合格でそれ以外はすべて不合格、というのが従前の考え方である。なかなか守ることのでき

ない基準があると「守れないことも仕方がない」といった考えが蔓延することになる。結果とし

て世の中には適正でない決算書が多く出回ることになる。現状でいうと上場会社、およびそれに

準ずる会社以外の会社が作る決算書のほとんどが適正でない決算書を作成していることになる。

３、「中小企業会計指針」導入の背景とその影響

しかし、このような事態は新会社法施行後大きく変わることが予想される。前述のとおり結果

的に守れないものを強要したがためにほとんどの会社が守れなくなったという事態を反省し、新

会社法施行と同時に日本税理士会連合会、日本公認会計士協会、日本商工会議所及び企業会計基

準委員会という企業会計に関する主だった団体が共同で「中小企業会計指針」を策定した。この

「中小会計指針」は「企業会計基準」の中小企業版といえ、中小企業においても努力すれば遵守

可能なものであり、これに従った処理をした決算書は新会社法上でいうところの「一般に公正妥

当と認められる企業会計の慣行」に従って処理したものと解される。この「中小企業会計指針」

の制定は中小企業の決算書の概念に大きな影響を与えるものと思われる。「中小企業会計指針」に

準拠した決算書というのは中小企業においても努力すれば作成できるものである。さきほどの例

でいけば１００点満点中７０点だったとしても適正な決算書であるとみなされることになる。これから

は世の中に適正な決算書とそうでない決算書の両方が出回ることになる。金融機関としても従来

は上場会社並みの決算書を中小企業に対して要求することはなかったが、今後は中小企業会計指

針に従った決算書の作成を要求することも想定される。中小企業に対するものとはいえ、減価償

却費の適正額計上や売掛債権の適正な評価などは、それなりのインパクトがあるものと思われる。

さらに中小企業会計指針においては、従業員の退職に関する債務につきその期末における自己

都合退職の要支給額の全額を債務として認識するものとしているが、これによって少なからずの

企業が債務超過になる可能性があると指摘する声もある。企業の経営者は今一度自らが作成して

いる決算書がどのようなものかを改めて見直し、適正な処理をするとどのようになるかを検証す

る必要があるといえよう。
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（参考）税法基準と会計指針の主な相違

科 目 税法基準 会計指針

貸倒引当金

貸倒引当金の計上 任意 必ず計上

有価証券

市場価格ある有価証券の評価 取得原価 時価評価

固定資産

減価償却費の計上

ゴルフ会員権

任意

取得原価

必ず計上

著しい下落の場合減損処理

賞与引当金

賞与引当金の計上 H１０年度改正で廃止 要支給額を見積計上

退職給付債務・退職給付引当金

退職給付引当金の計上 H１４年度改正で廃止 計上

北斗税理士法人

平成１７年１月 石川公認会計士事務所、甚野公認会計士事務所、久野税理士事務所の統合

によって設立。税務業務に加え、コンサルティング業務・株式公開支援業務・システム構築

支援等、中小企業から大企業までを幅広く支援。

札幌市中央区南２条西１０丁目クワガタビル３F

TEL０１１‐２７２‐５４２２

FAX０１１‐２７２‐５４２３

E-MAIL：nobuyuki.isikawa@nifty.com
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９０．９ △３．６ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．０ ２．４ ９０．０ ３．１ ９０．３ ３．２

１７年４～６月 ９０．４ △４．３ １０１．１ ０．３ ９１．３ △４．０ １０３．５ ０．２ ８９．８ △０．７ ９２．３ ２．３
７～９月 ８９．６ △５．１ １００．６ △０．２ ９１．１ △４．０ １０４．１ ０．９ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０～１２月 ９０．６ △４．８ １０３．４ ３．０ ９２．３ △３．１ １０６．５ ４．２ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年１～３月 ９４．３ ０．０ １０４．０ ３．２ ９４．６ △１．３ １０６．６ ４．６ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４～６月 r ９３．１ ３．７ r１０４．９ ４．１ r ９５．７ ５．５ r１０８．８ ５．６ r ９０．２ ０．４ r ９４．０ １．８

１７年 ７月 ８９．０ △７．４ ９９．９ △２．６ ９１．０ △６．５ １０３．２ △２．１ ８９．９ △０．２ ９２．６ ５．０
８月 ８９．５ △６．３ １００．９ １．４ ９０．７ △４．３ １０４．８ ３．５ ９０．１ △０．２ ９３．７ ４．１
９月 ９０．２ △１．８ １０１．１ ０．９ ９１．７ △１．２ １０４．２ １．４ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０月 ８９．８ △６．０ １０１．６ ２．１ ９１．０ △４．４ １０５．４ ３．７ ９０．７ ０．２ ９２．６ ２．３
１１月 ９０．９ △３．８ １０３．６ ３．４ ９２．２ △３．２ １０６．６ ４．２ ９１．１ ０．１ ９４．２ ３．７
１２月 ９１．２ △４．３ １０４．９ ３．５ ９３．７ △１．６ １０７．６ ４．４ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年 １月 ９７．０ １．７ １０４．８ ２．７ ９８．５ ２．６ １０７．８ ４．４ ９０．１ △１．５ ９４．６ ３．５
２月 ９２．４ △１．９ １０３．５ ３．９ ９２．８ △２．３ １０５．６ ５．４ ８９．８ △１．７ ９４．８ ２．８
３月 ９３．５ ０．３ １０３．７ ３．１ ９２．６ △３．９ １０６．５ ４．１ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４月 ９３．０ ０．９ １０５．１ ３．６ ９４．５ ０．９ １０９．３ ４．８ ９０．７ １．３ ９４．８ ３．０
５月 ９３．２ ６．７ １０３．７ ３．９ ９５．７ ９．７ １０７．８ ６．５ ９０．５ ２．１ ９３．４ １．３
６月 r ９３．１ ３．３ r１０５．９ ５．０ r ９６．９ ５．９ r１０９．２ ５．４ r ９０．２ ０．４ r ９４．０ １．８
７月 p９３．６ ５．２ p１０４．９ ５．１ p９５．８ ５．３ p１０８．５ ５．２ p９０．６ ０．８ p９３．１ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８８，１７９ △３．０ ２１２，６０５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８９ ０．３ ６３７，４３３ △３．７ １２５，０１６ △３．２

１７年４～６月 ２４１，７６５ △３．３ ５１，４２２ △２．４ ８３，３８８ △２．５ ２０，６０６ △０．４ １５８，３７７ △３．８ ３０，８１６ △３．８
７～９月 ２３７，５２７ △３．９ ５１，４２８ △２．４ ８３，９９６ △２．５ ２０，６０６ △０．１ １５３，５３２ △４．６ ３０，８２２ △３．９
１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９

１８年１～３月 ２３８，１００ △２．３ ５１，２０６ △１．７ ８３，６４６ △１．８ ２１，１５７ ０．４ １５４，４５１ △２．６ ３０，０４９ △３．１
４～６月 r ２３８，４０２ △２．６ r ５１，０８６ △１．２ r ７８，５５７ △２．９ r ２０，２４１ △１．１ r １５９，８４５ △２．５ r ３０，８４５ △１．３

１７年 ７月 ８４，６３７ △３．２ １９，２８５ △１．７ ３１，４６３ △２．０ ８，５１５ ０．６ ５３，１７４ △３．９ １０，７７１ △３．４
８月 ７６，７７６ △４．４ １６，３２４ △２．９ ２４，９２２ △４．１ ５，８２９ △１．１ ５１，８５４ △４．５ １０，４９６ △４．０
９月 ７６，１１４ △４．１ １５，８１９ △２．８ ２７，６１１ △１．７ ６，２６３ △０．２ ４８，５０３ △５．５ ９，５５６ △４．５
１０月 ８１，０４９ △４．９ １７，４８６ △３．４ ３０，０１１ △２．１ ７，２８３ △０．４ ５１，０３８ △６．６ １０，２０３ △５．４
１１月 ８０，６４８ △０．４ １７，９３２ ０．８ ２９，００８ ０．８ ７，６９５ ３．１ ５１，６４０ △１．２ １０，２３７ △１．０
１２月 １０９，０９４ △２．２ ２３，１３１ ０．６ ４０，６９７ ０．１ １０，２４１ ０．９ ６８，３９７ △３．７ １２，８８９ ０．３

１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１
２月 ６８，９０９ △１．９ １４，９１２ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５０ ０．３ ４５，８３６ △２．０ ９，０６２ △３．３
３月 ８４，７７２ △２．４ １７，４５３ △０．３ ３０，９８７ △１．６ ７，５９３ １．８ ５３，７８４ △２．９ ９，８６０ △１．８
４月 ８１，００５ △２．１ １７，０４３ △０．９ ２７，０４９ △２．６ ６，７９９ △０．４ ５３，９５５ △１．８ １０，２４４ △１．３
５月 ７９，２０２ △２．９ １６，９９１ △１．６ ２５，５０７ △２．７ ６，７１５ △１．２ ５３，６９５ △３．０ １０，２７５ △１．９
６月 r ７８，１９６ △２．９ r １７，０５２ △１．２ r ２６，０００ △３．３ r ６，７２６ △１．９ r ５２，１９５ △２．７ r １０，３２６ △０．７
７月 p ８４，１２４ △１．８ p １９，０２３ △１．７ p ３０，１４７ △１．３ p ８，３８７ △１．４ p ５３，９７７ △２．０ p １０，６３６ △２．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２３／本文／０１８～０２０　主要経済指標  2006.09.15 16.43.08  Page 18



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ １００．０ △０．７ １００．５ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．８ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０

１７年４～６月 １０２，５１０ △２．８ １８，２９３ △１．５ １００．２ ０．２ １００．１ △０．１ １０７．６３ １１，５８４
７～９月 １１３，１７４ △１．８ １９，６５４ △２．３ ９９．７ △０．３ １００．０ △０．３ １１１．２４ １３，５７４
１０～１２月 １０４，８８３ △３．３ １８，４６５ △３．４ １００．１ △０．４ １００．０ △０．７ １１７．２９ １６，１１１

１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ １００．３ ０．２ ９９．９ △０．１ １１６．８８ １７，０６０
４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ １００．６ ０．５ １００．３ ０．２ １１３．１４ １５，４５７

１７年 ７月 ３７，９６０ △４．８ ６，６７８ △４．９ ９９．７ △０．１ ９９．８ △０．３ １１１．９３ １１，９００
８月 ３９，６４５ △２．９ ６，７５９ △１．４ ９９．６ △０．２ ９９．９ △０．３ １１０．７２ １２，４１４
９月 ３５，５６９ △１．８ ６，２１７ △０．３ ９９．９ △０．２ １００．２ △０．３ １１１．０６ １３，５７４
１０月 ３５，００８ △３．５ ６，１４２ △３．０ １００．１ △０．３ １００．２ △０．７ １１４．８２ １３，６０７
１１月 ３３，３４３ △３．８ ５，９２３ △３．９ １００．０ △０．５ ９９．８ △０．８ １１８．４１ １４，８７２
１２月 ３６，５３２ △３．２ ６，４０１ △３．４ １００．１ ０．０ ９９．９ △０．１ １１８．６４ １６，１１１

１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ １００．４ ０．１ １００．０ △０．１ １１５．４５ １６，６５０
２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ １００．２ ０．４ ９９．７ △０．１ １１７．８９ １６，２０５
３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ １００．３ ０．１ ９９．９ △０．２ １１７．３１ １７，０６０
４月 ３２，２４８ △３．７ ５，９３７ △５．０ １００．４ ０．２ １００．１ △０．１ １１１．５１ １６，９０６
５月 ３４，７４１ △２．０ ６，１３３ △２．９ １００．７ ０．３ １００．４ ０．１ １１４．５３ １５，４６７
６月 ３５，６７６ △１．０ ６，３２５ ０．６ １００．８ ０．９ １００．４ ０．５ １１５．６７ １５，５０５
７月 ３６，８１０ △４．９ ６，５１５ △５．２ １００．４ ０．７ １００．１ ０．３ １１５．８８ １５，４５７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１

１７年４～６月 ４８，０２６ ４．４ １２，１６５ △１．５ ２３，３０４ ９．２ １２，５５７ １．９ １，０９１，２６４ ８．４
７～９月 ４６，２７９ △２．３ １１，５４３ △１４．４ ２２，６５９ ０．７ １２，０７７ ６．３ １，１７１，１０１ △０．７
１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１６．５ １７，６５４ △６．２ １０，３５７ ０．５ １，０３５，９１３ △７．０

１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５
４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６

１７年 ７月 １７，０２４ △５．４ ４，３９１ △１４．３ ８，３７３ △７．２ ４，２６０ １０．８ ４２２，３５４ △２．０
８月 １１，７９３ ０．２ ２，８４５ △１３．３ ５，９２０ ４．４ ３，０２８ ７．６ ２９０，７９５ △０．３
９月 １７，４６２ △０．７ ４，３０７ △１５．２ ８，３６６ ７．２ ４，７８９ １．８ ４５７，９５２ ０．４
１０月 １３，１３４ △２．４ ３，０４５ △１３．８ ６，３５６ △１．８ ３，７３３ ８．１ ３４４，５９７ △１．６
１１月 １３，４９４ △９．１ ３，３０５ △２１．５ ６，４４２ △８．８ ３，７４７ ４．９ ３６５，５７２ △６．６
１２月 １０，７５５ △１０．８ ３，０２２ △１３．４ ４，８５６ △８．２ ２，８７７ △１２．４ ３２５，７４４ △１２．４

１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１
２月 １４，６５３ △０．６ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △１．１ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７
３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５
４月 １５，４３３ ０．８ ３，５５７ △５．６ ７，２４５ △１．６ ４，６３１ １０．７ ３１２，８４２ △５．０
５月 １４，３３９ △１．７ ３，４１８ △１１．１ ６，３３１ △７．２ ４，５９０ １７．０ ３２２，７０７ △６．４
６月 １５，８９４ △１２．３ ３，７８９ △１６．８ ７，１６６ △２１．４ ４，９３９ １１．０ ４０５，７６８ △２．８
７月 １６，５５４ △２．８ ３，８４１ △１２．５ ８，００９ △４．３ ４，７０４ １０．４ ３９６，２６６ △６．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― １９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２３／本文／０１８～０２０　主要経済指標  2006.09.15 16.43.08  Page 19



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４８８ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６

１７年４～６月 １４，６５７ △３．０ ３，０７８ ２．０ ４４０，２９９ １．９ ３５，３９２ △６．４ ２８，８７５ ２．０
７～９月 １４，６５１ ５．６ ３，３２６ ５．０ ３５３，４７８ △５．４ ３７，８５７ △３．０ ３１，３５１ ８．７
１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１

１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８３７ ４．７ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０８ ３．８
４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３２ １５．４

１７年 ７月 ４，４０１ △６．７ １，１５３ ８．３ １３０，００９ △１５．４ １１，６６７ △１２．７ ８，９０６ １０．０
８月 ５，２２７ １０．７ １，０９２ ７．０ １１７，５４７ △１．７ １２，０４２ △０．２ ９，１９７ １３．４
９月 ５，０２３ １３．２ １，０８１ △０．２ １０５，９２２ ５．６ １４，１４９ ４．１ １３，２４８ ４．８
１０月 ６，００４ ４２．０ １，１５８ ９．１ ７２，５４０ △２２．１ １２，３７９ △１．４ ８，７１８ ８．５
１１月 ６，３６２ ５６．１ １，１１０ １２．６ ４１，４８２ △２４．５ ９，６１０ △０．９ ９，８７８ ０．２
１２月 ３，５２７ △５．６ ９７９ △０．９ ３５，４３９ ２５．０ ８，６２５ △４．７ １１，７６８ １５．５

１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８
２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２
３月 ３，８６８ ５５．４ ９３８ ３．３ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６
４月 ４，３４０ △５．５ １，１１３ １５．０ １５１，８３３ ８．２ １１，４０２ △１７．３ １０，２３０ １２．２
５月 ４，９３２ １．６ １，０８７ ６．７ ９６，８９９ △１８．６ ８，５２６ △０．７ ９７，５５６ １５．８
６月 ５，１３５ △１．４ １，１４３ ４．７ １２８，２４６ △２９．１ １１，３１６ △１３．２ １３，３４８ １７．７
７月 ５，４５５ ２３．９ １，０６６ △７．５ １１７，５０２ △９．６ １１，１６５ △４．３ ８，８０３ △１．２

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９９ ５．５ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１

１７年４～６月 ２，９８４ △２．６ ０．５７ ０．９５ ５．０ ４．５ １３２ △１９．０ ３，２２５ △５．２
７～９月 ３，９９５ ０．２ ０．６０ ０．９７ ５．２ ４．２ １４２ ２９．１ ３，１６３ △４．４
１０～１２月 ３，００９ ２．９ ０．６０ １．００ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２

１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４
４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７

１７年 ７月 １，２５３ ０．１ ０．５８ ０．９７ ↑ ４．３ ４８ ２６．３ １，０２４ △８．８
８月 １，４５１ ０．１ ０．６３ ０．９７ ５．２ ４．２ ５８ １１４．８ １，１５２ ５．０
９月 １，２９０ ０．４ ０．５９ ０．９７ ↓ ４．２ ３６ △２０．０ ９８７ △９．４
１０月 １，１７１ ２．３ ０．５９ ０．９８ ↑ ４．５ ３８ △２０．８ １，１７１ ４．２
１１月 ８９６ ３．０ ０．６０ ０．９９ ５．３ ４．４ ５３ ３２．５ １，１１４ ４．７
１２月 ９４２ ３．７ ０．６２ １．０３ ↓ ４．０ ４７ △２．１ １，１４９ ３．６

１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ ↑ ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６
２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ ５．５ ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０
３月 １，００７ △０．９ ０．５１ １．０１ ↓ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１
４月 ８２３ ０．１ ０．５５ １．０４ ↑ ４．３ ６０ ５３．８ １，０８７ １４．９
５月 １，１０２ ６．３ ０．６４ １．０７ ５．４ ４．１ ３７ △２１．３ １，０８３ １．０
６月 １，１５９ ３．０ ０．６２ １．０８ ↓ ４．１ ４６ ０．０ １，１１１ △８．０
７月 １，２８１ ２．２ ０．６２ １．０９ － ４．０ ４３ △１０．４ １，０５１ ２．６

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２３／本文／０１８～０２０　主要経済指標  2006.09.15 16.43.08  Page 20
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